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はじめに

新潟県中越地震は，中越地域の川口町を震源地として平成

16年（2004年）10月23日17時56分に発生し，川口町では震度7

の激震を観測した．また，本震の発生直後から18時11分， 18

時34分などに大規模な余震が発生し，さらに多くの被害が発

生した．新潟県の平成18年2月1日現在の集計では，死者59

人，重傷635人，軽傷4,160人，全壊3,175棟，大規模半壊2,163

棟，半壊11,609棟，一部損壊103,603棟となっている．これら

の災害については，すでに多くの報告がある．新潟県内では，

平成16年7月13日の中越地域の豪雨災害に引き続き，大きな

災害が発災したわけであるが，豪雨災害時も含めた共通の課

題として，災害発生時の情報収集があげられている．

災害が発災してから，地方自治体や警察，消防，自衛隊な

どの組織が，被災の情報をいかに迅速に収集できるかは，救

助，避難とその後の支援体制の確保に重要な問題となってく

る．しかし，大規模な地震のように突然発災する広域・大規

模災害の場合は，地方自治体のうち特に小規模な自治体では，

被災時の情報収集が機能しないことが予測される．また，警

察や消防の情報収集も一般からの警察や消防への通報が主力

となるため，被災が大きいほど通信インフラも破壊されるた

め情報があがらず困難になることが予測される．このような

状況の中で新潟県中越地震発生時の初動期の情報収集は，ど

のように行なわれ何が課題として残されたのかを記録するた

め，当時の資料と記録が残されている陸上自衛隊の活動から

状況と課題を整理した．特に，①自衛隊の災害派遣部隊はど

のように情報を入手したのか，②自衛隊が到着した時点で市

町村の情報の集約状況はどうであったか，③警察，消防や個

人（自治会，消防団）との情報の共有はできていたのかについ

て整理した．なお，市町村名は2004年の新潟県中越地震の発

災時のものとした．
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陸上自衛隊の災害派遣

派遣体制

自衛隊の新潟県中越地震による災害派遣全体の概要は，防

衛庁HP( http://www.jda.go.jp/j/news/2004/10/23a.h回から毎日

更新）や防衛庁（2004）などに示されている（表一 1) .このう

ち，新潟県内の災害派遣は，陸上自衛隊第12旅団（群馬県北群

馬郡榛東村・：相馬原駐屯地），第2普通科連隊（新潟県上越

市：高岡駐屯地）と第30普通科連隊（新潟県新発田市：新発田

駐屯地）を中心として行なわれた．陸上自衛隊第12旅団は，東

部方面隊所属で群馬，長野，栃木，新潟県の陸上自衛隊を管

轄しており，平成13年に普通科・戦車部隊を中心とした師団

からヘリコプターを主力配備した機動性部隊（第12へリ隊）を

増設した旅団に改組された．ヘリコプターを主力とする部隊

は，全国では他に第 lヘリ回（千葉県木更津市）があり，中越

地震はヘリコプターを中心とした機動力をもっ部隊の管轄範

聞内で発生した災害であった．

自衛隊の災害派遣は， 1995年兵庫県南部地震（阪神淡路大

震災）の際に機動力が発揮できなかった反省から，人命救助

を念頭においた初動体制と自主派遣の制度が整えられた．自

主派遣や派遣要請に対する初動を迅速に行なうため，自衛隊

では初動対応要員を設定し，地震の場合は震度5弱以上で情

報収集開始する体制が取られている．新潟県の第30普通科連

隊（新発田）と第2普通科連隊（高田）では，初動対応要員とし

て30名程度を確保して， 1時間以内でヘリコプター出動が可

能な体制を取っている．

初動期における自衛隊の主な活動を防衛庁HP，陸上自衛

隊第12旅団（2005）などにより整理した（表一 2）.新潟県中越

地震では，発生当初，小千谷市で震度6強を観測したことか

ら大きな災害であることが予測されたため，第2普通科連隊

（高田）では23日18:10，第12旅団（相馬原）では23日18:15，第

30普通科連隊（新発問）では23日18:45に第3種非常勤務態勢

を発令し，災害派遣の準備を開始した．新潟県知事より災害
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表－ 1 中越地震における自衛隊の活動概要（防衛庁HPより）

防衛庁・自衛隊の対応状況 10月23日18:00 防衛庁災害対策室（室長：運用局長）を設置

10月23日21:05 新潟県知事から陸自第12旅団長（相l活断）に対して災害派遣要請

12月21日15:00 撤収要梢

主な活動内容

(1）人命救助・孤立者輸送 ①山古志村・孤立者約1,190名を長岡市へ輸送

②小千谷市i田沢地区・塩谷地区， Ill口町等 約120名救出

③長｜尚rfi・孤立者93名を陸自及び空白問転興機により救助

(2）輸送支援活動 ①食料：岩国，入!Ill.小牧等（自衛隊基地）→ 長岡rtr.川西町，新拘空港等
（累計）約79万食輸送

②毛布：松戸，舞鶴．浜松，美保→高田駐屯地（累計）約70,000枚

③その他：~師，村職員，水（ベットボトル等）約5万本，［~薬品：等を輸送c

④山古志村住民所有車両の輸送を実施

⑤山古志村芋川流域における天然ダム対処のため， :I：：のう，排水ポンプ等を輸送

(3）給食支援活動 長岡市，小千谷・111.飽路日r.Ill口町等において炊事支援を実施 （謀計）約1157J6千食
(4）給水支援活動 小千谷iii等において給水支援を実施（県i汁）約l,030t

(5）入浴支援活動 長附市，小千谷市．川口町苛；において実施（媒ao約16万7千人
(6）医療支媛活動 魚沼市において，避難所の巡回診療等の医療支援を実施（累計）約140名を診断

(7）天幕の設営・撤収等 長岡市，小千谷市．川ll町~；において天幕支媛活動を実施（最大｝約1,200張

(8）演奏会の実施 長似Hfi.十日町rli，小千谷市．魚沼市等において！Will協奏を実施（思lit）計13恒l
(9）流水，土砂等の除去 小千詩iiiにおいて，m.-t,,:I二砂笥；の除去作業を実施
(JO）倒壊家居の撤去 魚沼市．川ll町において倒j~自家Ii{の撤去作業：を実施（累計） ilt-40粁

派遣規模（災害派遣問！日）60日間の延べ数） 人民：約125，（削名，車両：約 46,800両．航空機：約I,790機

表－2 新潟県中越地震における自衛隊の初動期の活動概要（防衛庁HPより）

県庁
23日18:45 23 Fl 19>15 23日21:05 23日23:00

海自連絡民 陸自連絡民｜派遣要請 i空白ill絡!l

お日19:30 23日19>15 z,1 n os:26 
長岡 高mより偵 連絡！1 食料支援開始

察部隊

23 ll 19:30 23 ll 19>15 241105:30 
十日町 高間よりm連絡i~ 給水支隠uu始

察部隊

23 El 19:45 23 El 21 :05 241105>!0 2'1II11 >M 
小千谷

連絡日
70人体制で

日｝人泡特に追加食料支暖IJU始
情報収集

柏崎
23 f:l 19:45 

i車輪日

上越
23 El 19:45 

連絡封

山市志
2'11109川8 2'11112:00 

避難UHMi ；型オ；

越路
2411（渇：00 241114 :55 

給＊主眼Ill!始 食料支按IJiJMi

刈羽
241 ！＜焔：00

給水支t?lllll!lfl

相之内
241100:00 

給水主眼IJIJ!lfl

川西
告HI11 :oo 

食料支f'~IJfHtfl

I[• 型
241111 :55 

食料・.;t按［JH始

111 l二l
241106:00 26 II 05:00 

ll 11 I ・ J:fiJ; /Jiltl 食料文援開始

派遣要請が第12旅団に出されるのは231二｜の21:05であるが．

これ以前に第 2 普通科述隊（高田）と第12旅団（tU.I.!~胤）は，バ

イク隊と赤外画像装慌を搭載したヘリコプターによる情報収

集を開始した．また，新潟県からの災害派遣要請の以前から，

県庁や長岡，卜日町，小千谷，柏崎，上越の各flfに辿絡幹部を

派遣し，各市に上がってくる情報を収集しようとした.IOJJ 

23日時点では少ない情報量ながら，人的被告は1995年の兵w

県市古15地従ほどではないが11；械に被告が発生しているものと

判断して，新潟県のrjI越地域は本来第2持通科迎｜場（高田）の

H!:'''i 地地であるが，第12旅 l•JI( fll.1.！~Jjj（）が主力で対・応すること

を決定し，りM-1'内に！）if)jf行事It所を11：空間した．さらに節2普通
』：｜・述隊長が小・Vrt市役所に入り↑11i械収集と指持iをとる体制を

とった．
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情報収集

中越地震発生の初動期に陸上自衛隊は，情報を待つのでは

なく情報を収集するために積極的な活動を行なっている．高

田駐屯地（新潟県上越市）から出発した地上の情報収集部隊は，

柏崎市の東京電力柏崎刈羽発電所の安全を確認した後に（発

電所から安全であるという情報が県や自衛隊などに発信され

ていなし、），被害の中心と見られていた小千谷市に向かいな

がら，経由する市町村でも情報を収集している．また，群馬

県の相馬原駐屯地から出発した地上の情報収集部隊も湯沢方

面から北上する形で情報を収集している．さらに，新潟県内

外に在住する隊友会会員（自衛隊のOBの協力会会員）や地方

連絡部などから，会員の自宅周囲の被災状況を判断して自衛

隊派遣の必要性の有無を考慮した情報を受けている．加えて，

地方自治体に到着した連絡幹部から，自治体の抱損した情報

の収集を行なっている．しかし，夜間であり主要道路周辺を

確認しながら先に進んでいること，夜間のヘリコプターから

の情報収集は情報量が少なくなること兵庫県南部地震と比

較して倒壊した家屋が少なかった（全壊しており建物は大き

く損壊しているが，雪国仕様であるため完全に倒壊まで至っ

ていない状態）ことから，夜間の車両からの目視やヘリコプ

ターから目視では情報収集がやや困難であったものと考えら

れる．また，連絡幹部が各市に派遣されているが，各自治体

自身での情報収集ができていないことから，初動期は．情報

を求めて各機関が錯綜していたものと推定される．

情報の共有と共同

被災地では，発災直後から，自治体，警察，消防，海上保安

庁，自衛隊，国土交通省，道路公団， JR，電気・ガスなどのラ

イフライン関係企業などが，それぞれ被災の情報を集め対応

に追われているが，初動期ではお互いにほとんど情報交換が

行なわれていない．これらの機関は，機関内では情報を集約

する系統があり被害情報を収集していたと思われるが，各機

関を横断するような共通の連絡方法はつくられていない．特

に，災害時に救助活動の主力となる警察，消防，自衛隊では，

使用している無線の周波数帯が異なるため通常使用している

無線では情報の交換は不可能であり，また災害時のみに使用

できるような共通の周波数帯や相互の無線が使用できる無線

機も装備されていない．このような状況のもとで，中越地震

では共通の通信手段として， NTTの災害優先電話（一部は衛

星携帯電話）のみが用いられていた．陸上自衛隊では初動期

に55台，さらに追加で30台の合計85台の電話をNTTから借り

受け使用していた．

10月24日には県庁内に陸上自衛隊，航空自衛隊，脅察，消

防，海上保安庁などがブースを設置して活動をするようにな

るが， 24日夜から25日にかけての山古志村金村避難および27

日の妙見の大規模斜面災害からの救出作業以外，特に自衛隊，

警察，消防が連携しての活動は行なわれていない．

山古志村は中越地域の山間地に位置し，多くの斜面災害に

よって道路網がす断されたため，発災時は孤立状態にあった

（写真一 1) .このため，山古志村では全村がふもとの長岡市

に避難することを決定した．山古志村の全村避難は，道路網

のす断によりヘリコプターによる輸送が主力となるため，事

前に自治体（山古志村村長）とともに陸上自衛隊，航空自衛隊，

欝察，消防が保有するヘリコプターの輸送能力と集落の避難

人数の規模，着陸できる場所があるか（ホイストが必要か）な

どの観点で輸送計画を協議し（写真－ 2, 3 ), 25日から速や

かに実施された（写真一 4）.これは，現地の自治体職員が実

際に機動する組織と協議することで，集落の規模や地形情報

が事前に得られたことや各集落のコミニュティーの結束力が

強いため，避難開始時には各集落の区長が各家庭の安否を確

認ができていたことなどが，連携作戦を円滑に進行させた要

因であったとされている．このように協議できる機会があれ

ば，それぞれの機関の機動力を発陣できることからも，初動

期に速やかに協議の場をもって，被災状況を分担して収集す

るなどの対応も必要であると考えられる．

初動期の情報収集

大規模な災害が発生した際の初動期の被災情報は，非常に

重要であることは言うまでもない．特に被災の経度が大きい

場合は，情報を発信する手段を失い情報を収集することもで

きない．情報の空白地域に向けた被災情報の収集は，重要な

課題であることから兵庫県南部地震発生時の兵庫県知事で

あった貝原氏は，“自己完結機能をもっ情報収集機関の創設”

を提言している．この提言のような高い情報収集・発信機能

をもっ機関の必要性はあるが，大規模な地震災害が懸念され

ている現在では，現実的には自衛隊が自己完結的な機能を

もって高い情報収集・発信機能をもっ機関として重要な位置

付けにある．

新潟県中越地震時に自衛隊は，バイク部隊やヘリコプター

の機動力を活かして情報収集を行なっているが，結果的には

安全であるという情報から被害軽微の情報までを含めて，被

害の比較的小さいところを経由しながら小千谷市まで展開し

ている．自衛隊の機能は高いが人員的には限界があるため，

本来ならば安全であるという情報（柏崎刈羽原子力発電所）や

被害が軽微であるという情報を有している側から，情報収集

活動をしている自衛隊に情報を伝え，情報収集の効率化を図

るべきである．このため高次の能力を有した自衛隊を“情報

の空白域（被災の情報があがってこない地域）”に向ける方策

がとられていなかった．この結果，情報発信ができなかった

小国町や川口町では，初期の被災情報に加えて給水や食料・な

どの民生支援活動も遅くなっている．また，情報発信を行

なった山古志村や住民自身が小千谷市役所まで被災情報を伝

えた小千谷市塩谷地区などには，自衛隊が集中的に救援支援

を行なっている．

今回の新潟県中越地震は中山間地を被災地とする災害で

あったため，特に中山間地で孤立して情報を出せなかった地

域に対して，自衛隊に限らず高次の機動能力をもっ機関が分

担して，その能力を情報の空白地域に集中させる必要があっ

たものと考えられる．また，県内のやや離れた地域や近県か

ら部隊が入っているため，地形，中山間地の集落の分布，集

落へのルートの確保，避難施設の分布などの情報が少なく，

これらの事前情報を収集するあるいは，地方自治体などから
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写真一1 山古志村内の国道291号線の崩壊現場
（陸上自衛隊第12旅田.2005) 

写真一3 山古志村全村避難計画の調整
（ヘリの割振り＇ 10月24日夜：陸上自衛隊第12旅団.2005) 

日頃より情報の交換をうける必要や自治体が作成したハザー

ドマップなどにより，どこに災害が発生しやすいのかといっ

た予測を踏まえた選択的な梢報収集も必要である．

情報を求めて各機関が機動力を活かしている中で，これら

の機関に情報を収集してもらうのではなく，できる限り情報

を発信する方策も重要である．情報を収集・発信するという

観点では，新潟県中越地震の場合，小規模な自治体では，体

制の不備やインフラの破壊からほとんど情報収集の能力が発

揮されず，受身の体制で情報収集できていない．自治体で

あっても，例えば，自治会単位，消防団，自主防災組織などで

把握した被災情報を避難所の単位で集約し，避難所に設置さ

れている防災無線を用いてさらに情報を統括する機能を整備

するなどして，さらに自治体で得た情報を警察，消防，自衛

隊の3者に同時に遮絡して情報を共有するような方策があれ

ば，情報の収集が効率的であったと考えられる．現在，自衛

隊への派遣要請は，各自治体ではなく知事の権限となってい

るが，派遣要請ではなく被害の情報を伝達することは，例え

被害が軽微という情報であっても，被害が重大という情報で

あっても必要なことで，初動！UJの情報を効率的に収集する際

の課題としてあげられる．

写真一2 山古志村全村避難計画の調整
(10月24日夜：陸上自衛隊第12旅団.2005) 

写真一4 山古志村からの避難
(10月25日：山古志中学校：陸上自衛隊第12旅団＇ 2005) 

今後の課題

中越地震時の初動期の被災情報について，自衛隊や警察，

消防では積極的に情報収集を行なってきたと考えられるが，

より効率化を図るためには多くの課題が残されたものと思わ

れる．それぞれの細かい諜組については，検証され問題点が

推理されていると思われるが，いくつかについて以下に課題

を示す．

情報共有体制の整備

現状では，自衛隊，持祭，消防なとeの初動期の救助救援を

担当する機関で，共通の述給方法がないため，災害時に直接

的な連絡が行なえない．新潟県中越地鍵時は， NTTの災害優

先電話が唯一の共通の通信手段であった．今後は，共通の通

信手段をもつことが第 lに優先される課題であると考えられ

る．方策としては，災害専用の無線周波数の割振りも考えら

れるが多数の無線設備の整備が必要であることから，災害時

優先の携帝電話（パケット通信手段付）や衛星携帯電話などの

既存の市販化されている通信手段で整備する方策も考えられ

る．

また，陸上自衛隊では実際の災害派遣の経験から，災害情
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報を共有できる情報ターミナルの創設が効率的な情報収集に

つながると考えており，県，市lllT村，自衛隊・普祭・消防な

どの救助救援機関，道路・鉄道などの交通機関．電気・ガス

などのライフライン機関が参加lできる情報ターミナルを想定

している．新潟県中越地震時では，発災の親日から道路交通

情報がHPで示され，その後GISの機能に各種の情報を書き込

んだHP（新潟県中越地震復旧・復興GISプロジェクト（http://

chuetsu-gis.nagaol王a-id.ac.jp））も作成されるなど， WEBを

活用した情報の伝達が行なわれた．例えば，般都電話などの

端末や参加各機関の本・支所に設置された端末などのどこか

らでも必要な情報を入力して， GISJ二で掲載・管理・閲覧で

きる機構があれば，自衛隊のプランを活かせるものと考えら

れる．

情報の空白化・孤立化

中越地震では，安全であるという情報や被告が軽微という

情報とともに，被害が重大であるという情報の発信，収集が

効率的に行なわれていなかった．特に，被害が）［（大であると

いう情報の発信は既存のインフラ施設の機能が停止したため

に，集落が孤立しで情報が発信できなかった．情報が空白で

あるという地域にむかつて情報収集を積極的に展開する一方

で，情報の空白化を少なくするための情報インフラの整備が

必要である．これらに関しては，多くの取り組みがある．

役割分担の必要性

災害情報の共有が効率的に行なう機構の創設と併せて，各

機関の初動期の情報収集する役割の分担も全体の効率化のた

めに必要であると思われる．例えば，警察組織は，全!JP.的に

指陣系統が明確であり，各署の下に多くの派出所組織をもつ

ことから，小さい集落単位からの情報を収集することが可能

である．また，消防組織は，基本的には市町単位での組織の

連合帯であり，より地元に根ざした消防団との指知連絡系統

を有していることから，消火活動や救助活動と併せて，警察

組織と同様に小さい集落，自治会単位での情報の収集が可能

である．これを受けて，県内や近県から展開してくる自衛隊

は，網羅的な小さい集落単位での情報収集は困難であるため，

高次の情報収集能力を生かした情報空白地域での収集と，救

助救援を行なうような分担の体制を検討していく必要がある

と思われる．また，全体の関係組織の述携を基本としながら

も，自衛隊の有する高次の自己完結的な機能を発探できる体

制とコンセンサスの整備や情報の提供が必要であると考えら

れる．例えば，通常の航空管制権は国土交通省の所管である

が（中越地域の場合は新潟空港で管理人被災の巾心地域では

各機関のヘリコプターが錯綜することから，空域と高度を限

定した航空管制の自衛隊への委譲など保有する能力を最大に

活かせるような方向性が必要である．今後，国内で発生が懸

念されている大規模な地震災害時では特に，情報収集の整備

と役割の分担が必要であるものと思われる．

災害情報の事前共有

市町村では，地震や水害などの災害に対して住民向けのハ

ザードマップを整備していることが多い．この災害の予測は，

住民向けに対しでも重要であるが，実際の発災後は救助・救

援に向かう各機関がどの地域から重点に情報を収集し，対応

しなければならないかをも示している．こうした災害の予測

情報とともに，地形や孤立が予測される集落の位置や規模，

避難所の位置・収容予測規模・ヘリコプター着陸の可否など

に関する情報も事前に協議して情報を実際の救助・救援に向

かう各機関に周知しておく必要もある．

また，災害関係の研究者や機関は，地域に閲する災害発生

予測の基礎的情報（地形や地質，地すべりの分布など）などの

必要な情報を提示していく必要がある．

ここでは，主に陸上自衛隊の活動記録から初動期の情報収

集について課題を述べた．中越地震を教訓としてなすべき課

題は，他にも多数残されているおりさらに検討していく必要

がある．
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